
競争優位な営業活動を支える情報分析スピードを実現する
SAP NetWeaver® Business Warehouse Accelerator

Overview

◆チャレンジ

住友商事株式会社（以下、住友商事）は、
大手総合商社として約 70カ国に約 150拠
点、グループ全体では約 900社、6万人あ
まりの役職員を擁し、グローバルなネットワー
クを通じて多岐にわたる事業を展開していま
す。住友商事では、高度に情報を活用した
経営管理実現のため、1998年に「情報シ
ステム高度化委員会」を設置しました。本
プロジェクトにおいて多様な総合商社の業
務形態に柔軟に対応するため、基幹システ
ムとしてSAP® ERP を活用することで、全
体最適化を優先した業務の標準化とデータ
の共通化を実現しました。
さらに、総合商社としての総合力を強化す
るため、各部門のマネジメント層の意思決
定や現場の営業活動をサポートする情報分
析機能も提供されています。しかし、膨大
なデータ分析は、そのパフォーマンスが課題
です。同社では、SAP NetWeaver BW  

Accelerator® の導入によって、情報分析
スピードを向上しています。

◆ソリューション

営業の現場において目的に応じた多角的
な分析を可能にするため、住友商事では
2002年に SAP NetWeaver® Business

Warehouse（以下、SAP NetWeaver

BW）を活用した多次元データベースを構築
しました。詳細で自由度の高い分析機能を
提供するため、同社では当初、集約キュー
ブを作成することでパフォーマンスの問題を
解決していました。しかし、日次で更新され
るデータ・ウェアハウスの集約キューブ作成
は、非常に負荷の大きな処理でもあります。
そこで、集約キューブに代わる手段として
同社が導入したのが、SAP NetWeaver 

BW Acceleratorでした。

◆効果

住友商事では、SAP NetWeaver BW 

Accelerator によって、集約キューブ作成
にかかるシステムの負荷を軽減し、夜間バッ
チ処理時間の短縮と安定的なシステム運用
を実現しました。
それまで同社では、集約キューブを夜間バッ
チ処理で作成していましたが、処理データ
が増加する月末や月初には、朝になっても
ジョブが終了しない場合がありました。しか
し、SAP NetWeaver BW Accelerator

の導入によって、集約キューブがなくてもこ
れまでと同等のパフォーマンスで迅速で詳細
な分析機能を提供することに成功し、夜間
バッチ処理の時間短縮も実現しました。

◆ソリューション製品構成

・ソフトウェア
SAP ERP
SAP NetWeaver Business Warehouse
SAP NetWeaver BW Accelerator

・ハードウェア
IBM BladeCenter® HS21、IBM System 

Storage DS4700

・パートナー
住商情報システム株式会社



「事前アセスメントによって効果予想
が可能だったことや、豊富な導入
実績に裏付けられたノウハウの充実
に期待し、SAP NetWeaver BW 
Accelerator の導入パートナーには
IBMを選択しました」

住友商事 IT企画推進部
連結経営情報基盤チームリーダー
山田 明義氏

お客様ニーズ
集約キューブを作成することなく
パフォーマンスの向上を実現

住友商事が 1998 年から取り組んだ情報
システム高度化で課題となったのは、陳
腐化した既存の情報システムでした。部
門ごとに個別のシステムが林立して複雑
化し、連結ベースでの情報収集に多くの
時間と労力がかかっていました。そこで
同社では全社共通の情報基盤となる基
幹系システムを刷新しました。これによっ
て、業務プロセス、システム、コードを標
準化・共通化し、業務を効率化して情報
をより高いレベルで共有化することに成功
しました。
単なる業務効率の向上だけにとどまらず、
基幹システムで管理されている多様な経
営情報を、各部門のマネジメント層の意
思決定や営業活動をサポートすることを
目指し、SAP NetWeaver BW を活用
した多次元データベース Operational 
Data Store（以下、ODS）を稼働させ、
すべての社員が閲覧できる情報分析機
能を提供しています。しかし、大手商社
として相手先だけでも30 万にもおよぶ膨
大なマスターを抱えるシステムにおいて、
高度で迅速な情報分析を提供することは
容易ではありません。ODS のデータ・ウェ
アハウスは日次で更新されていますが、
同社ではこれまで情報分析のパフォーマ
ンスを維持するため、集約キューブを作
成していました。ところが、この集約キュー
ブ作成にかかる処理負荷が大きく、基幹
系システムのデータに間違いがあった場
合のリカバリーも困難でした。また、夜
のバッチ処理で作成されるはずの集約
キューブが、朝の始業時間になってもま

だ作成中だったこともあったといいます。
そこで、同社は集約キューブを作成する
ことなくパフォーマンスを向上させる方法
を模索し、SAP NetWeaver BW に手
を加えることなくパフォーマンスを向上でき
る SAP NetWeaver BW Accelerator
に着目したのです。

「集約キューブに代わる他のデータ・ウェ
アハウス・パッケージも含めてさまざまなも
のを検討しましたが、SAP NetWeaver 
BW を採用していたこともあり、やはり
SAP NetWeaver BW Accelerator を
試してみようということになりました」（住
友商事 IT 企画推進部 連結経営情報
基盤チームリーダー 山田 明義氏）。

導入の経緯
事前アセスメントによる効果予想
からSAP NetWeaver BW 
Acceleratorの導入を決定

住友商事では、2009 年に ODS のベー
スとなっている SAP NetWeaver BW を
バージョンアップする予定となっていまし
た。その際、既存の集約キューブに代
わる新しい方法として SAP NetWeaver 
BW Accelerator によるパフォーマンス
向上を検討していました。しかし、数千
人以上のユーザーが利用する ODS の
分析機能をサポートする方法として、集
約キューブに代えることができるかどうか
には疑問が残っていたといいます。この
疑問に対して IBM は、事前のアセスメン
トによるパフォーマンス評価を提案してい
ます。実際の分析に利用するデータを用
意し、集約キューブがある場合とない場
合のパフォーマンスを比較し、同等のレベ
ルで分析が可能であるかどうかを検証し



「 縁 の 下 の 力 持ちである SAP 
NetWeaver BW Accelerator
は、ユーザーの目にとまる仕組
みではありません。しかし、集約
キューブを作成することなく同等
のパフォーマンスを維持すること
で、その効果を証明しています」

住友商事 IT企画推進部 部長付
連結経営情報基盤チーム サブリーダー
谷口博茂氏

ています。つまり、集約キューブを SAP 
NetWeaver BW Accelerator に代え
ても、同等のレベルで分析が可能である
ことを確認した上で、SAP NetWeaver 
BW Accelerator の導入を決定すること
ができたのです。
住友商事では SAP NetWeaver BW 
Accelerator の 導 入 パ ートナーとし
て IBM を含めた数 社を検 討していま
したが、この事 前アセスメントの提 案
や、これまでの SAP NetWeaver BW 
Accelerator の導入実績から IBM に決
定したといいます。

「事前アセスメントによって効果予想が可
能だったことや、豊富な導入実績に裏付
けられたノウハウの充実に期待し、SAP 
NetWeaver BW Accelerator の導入
パートナーには IBMを選択しました」（山
田氏）。
IBM が事前アセスメントを提案したのは
2008 年 12 月ですが、その後の検証を
経て住友商事と住商情報システム株式会
社（以下、住商情報システム）が SAP 
NetWeaver BW Accelerator の導入
を開始したのは 2009 年 5 月、実際の稼
働開始は 2009 年の 12 月です。実際の
導入にあたっては、いくつかの問題も発
生したといいます。

「導入に際して技術的な問題も発生した
のですが、IBM が SAPと一緒に解決し
てくれました。IBM の SAP NetWeaver 
BW Accelerator 導入の経験の豊富さと
SAPとのパートナーシップが、迅速な問
題解決につながり、プロジェクトを遅延す
ることなく完遂することができました」（住
友商事 IT 企画推進部 部長付 連結経
営情報基盤チーム サブリーダー 谷口博
茂氏）。
 

導入効果
日次の情報更新時間が激減し
問題発生時のリカバリーにも余裕

これまで集約キューブの作成には最大 8
時間程度の時間が必要でしたが、SAP 
NetWeaver BW Accelerator を導入
してからは、更新処理は最大でも 5 時
間程度に短縮しています。更新処理中
に何らかの問題が発生した場合でも、
SAP NetWeaver BW Accelerator
であればリカバリーにも余裕ができたとい
います。

「 夜 間の集 約キューブ作 成中に問 題
が発生すると、リカバリーに時間がか
かり業務開始時刻に間に合わないこと
もありました。SAP NetWeaver BW 
Accelerator 導入後は夜間バッチ処理
終了から業務開始時刻まで数時間の余
裕ができたので、リカバリーの時間があ
る程度確保できます。この時間短縮はと
ても大きいです」（山田氏）。
また、気になる分析機能のパフォーマン
スについても、集約キューブと同等のパ
フォーマンスが実現しています。谷口氏
はユーザーからクレームがないことから
も、その効果が証明できるといいます。
「縁の下の力持ちであるSAP NetWeaver 
BW Accelerator は、ユーザーの目にと
まる仕組みではありません。しかし、集
約キューブを作成することなく同等のパ
フォーマンスを維持することで、その効
果を証明しています」（谷口氏）。
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SAPジャパン株式会社

将来の展望
より多くのデータを収集して
充実した分析機能の提供を目指す

住友商事では、今後もSAP NetWeaver
BW を活用した分析機能を拡充していきま
す。利用ユーザー数が 7,000 ～ 8,000 人
におよぶ ODS は、すでに定例業務として
安定利用されている分析機能です。
同社では、次の 10 年を見据えた土台作
りのための中期経営計画において、「健
全性や効率性を再強化しつつ、価値創
力を高めることで中長期的な成長を図る」

「ビジネスごとの特性や強みを活かし、多
様な道行きを通して全社の成長につなげ
る」といった基本方針を掲げています。
そこで、新たに「SIGMA 高度化プロジェ
クト」を発足させ、経営情報システムの更
なる高度化を計画しています。分析の元
となる情報をより広い範囲から収集し、情
報の粒をさらに精緻化することで、マネジ
メント層の意思決定や現場での営業判断
のためにさらに高度化された分析機能を
提供していく予定であるといいます。

「定例業務として安定利用される現在の
ODS は、ある意味 “枯れた” 仕組みです。
提供されているレポートの中でも、利用さ
れないレポートは淘汰されています。今後
の発展を考えた場合、レポートの種類を
増やしていくことよりも、その元となるデー
タ収集から検討しなおし、マネジメントの
経営判断、現場の営業判断に最適化さ
れた分析機能を提供していきたいと考えて
います」（山田氏）。


